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A. 目的 

・ 知的障がい者の健康管理に専門的に関

わる看護師の実態を明らかにする。 

・ 看護師による知的障がい者の健康管理

の専門性のあり方について考察する。 

・支援現場での看護師実態調査について 

・  

 

B. 方法 

調査対象 

東京都社会福祉協議会知的発達部会（以下

知的部会）※の会員施設に従事する看護師( 

看護師の所属が無い場合は健康管理に従事

する支援員) 

 

 

※東京都社会福祉協議会知的部会とは、（１）

社会福祉事業を行う者（２）社会福祉を目的

とする事業及び活動を行う者（３）社会福祉

に関連する事業及び活動を行う者都内と都

外ある知的障害者の支援サービスを行う施

設。東京都内に所在する法人や事業所の他に、

都外施設（東京内に住所がある方を中心に入

所支援を行う都外に所在する施設）も入会し

ており、事業所の所在地は都市部だけでなく

山間部を含む多様な生活環境が含まれる。 

 

C．結果 

（１）基本情報 

回答総数 199件 

平成 29年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 

 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を 

有する者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 

分担研究報告書 

 

分担研究課題名：知的障害施設における福祉と医療の連携の現状と方向性 

 

研究代表者：市川 宏伸 （日本発達障害ネットワーク 理事長） 

研究分担者：内山 登紀夫（大正大学心理社会学部 教授） 

研究協力者：山本 あおい（社会福祉法人正夢の会 理事） 

研究協力者：根本 昌彦 （社会福祉法人フロンティア いけぶくろ茜の里） 

研究要旨 

知的発達障がい者の支援現場で働く看護師は、支援の現場で医療や健康管理の専門職

として実際に観察や対応を行っている。本調査において、現場の看護師は、給与の安さ、

医師不在による責任の重さ、障がいに関する専門知識不足等に不安を抱えていること、

併せて、支援員との連携が困難で、専門的学びが必要と考え独学している事などの結果

が得られた。知的発達症障がい者の生活の場が地域や就労現場に広がりつつある現在、

支援現場にいる看護師や将来現場に来るであろう看護師の、専門的機能は欠かさざるも

のである。本調査から、今後の支援サービス施策設計の参考をとなりうる、看護師が専

門的に行える支援の必要性や、処遇に関する改善のポイントが一部ながら明確になった。 



8 
 

施設形態別内訳 

  成人：入所 69件・通所 97件・入所/通

所（併設）12 件。児童：入所 5 件・

通所 11 件・入所/通所（併設） 0 件。

成人/児童（併設）：入所 5 件・通所 0

件・入所/通所（併設） 0件 

Q1看護師の経験年数における現職場歴に

ついて、入所と通所では雇用形態のうち特に

休日取得形体の違いがある。表にあるように

入所の現職場金属年数が 5 年程度に対して

通所は 10 年近い年数である。このことは、

入所は通年稼働しており不定期な休日取得

になり易いが、通所は土日祝日が休みやすく

希望者が集まり易く継続的に働きやすいと

言えるのではないか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q2看護師の雇用形態について、通所の非

常勤率が高い。しかし常勤採用も一定数ある

ことから、過去に通所には看護師が居ないケ

ースも少なくない時代からの変化がうかが

常勤率が高い。しかし常勤採用も一定数ある

ことから、過去に通所には看護師が居ないケ

ースも少なくない時代からの変化がうかが

い知れる。詳細な実態については、実際にど

のような業務を行っているかの調査などを

行って行くことで明らかにできると考える。 

 

 

Q5-1施設看護における困難な点、改善点 

 

 

 

 

 

 

 

（記述式回答）Q5-2看護師不足解消のた
めの提言（記述式回答）については、保健医

療の最前線にいる看護師の率直な回答が得

られる質問のひとつである。今回は、質問形

式で記述式回答を選択した。この回答（文章）

のすべての中で、課題提起が多かったものと

して、繰り返し使用されたキーワードと同様

の表現を含む文や語彙をカウントし、その繰

り返し回数が多い順に集計した。同時にそこ 

に解説をつけることで結果報告とした。 

① 給与面での不満：40件 

医療機関との比較において「低賃金」又

はそれに類似した回答のあったケース

 

勤続年数平均比較（入所） 
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である。次いで、「医療的な判断に責任

が重い割に給与が見合っていない」と回

答が次いで多かった。この回答は以下に

記載した医師の不在による不安にも関 

連する回答結果である。 

② 常勤医師不在による不安：39件 

 「常勤医師が不在のため、傷病に関する

判断や指示に不安を感じる」又はそれに

類似した回答のあったケースである。施

設の看護師は、発熱や怪我の状態に応じ

て判断し通院するのかしないのか、夜勤

者からの電話による相談に対する判断、

医師不在時の指示があるもののそれを

実行するかどうかの判断、施設全体の感

染症対策（イスタンダードプリコーショ

ンなど）の企画運営、等々は、医療機関

の看護師ように常勤医に相談や指示を

受けることや、看護師の上司や同僚に相

談することが福祉施設では環境的に極

めて困難か又は限定的であることが不

安要素になっている。 

③ 支援員との連携が難しい。支援員の健

康管理面での技術不足：30件 

 「検温や脈拍測定が出来ない（又は不正

確）」「睡眠や排せつの状態観察において、

経時的に一定の尺度を持って、表などを

活用しながら報告する行為などが難し

い」「看護師がアドバイスを行うが、支

援員によって対応の差が激しい」等の記

載があった。 

  支援員の業務は対人援助サービスで

ある。同時に利用者には知的能力障がい

以外にも重複した心身の障がいか配慮

が必要な状態の方が少なくない。それに

対し、支援員は、介護福祉士や保母など

を取得している者も多いながら、施設の

設置基準には支援員の資格条項は設け

られていない。そのことから、健康面で

の観察や対応スキルを持ちえない者も

少なくない。その結果、健康管理のスキ

ルがある支援員の勤務時間帯とそうで

ない場合の、健康管理や疾病の対応方法

にレベルの高低が生じやすく、看護師も

支援員によって専門的関与の度合いを

調整する必要性がある。特に観察や対応

方法を指示する場合に、支援員が、出来

る、出来ないに関連したトラブルも発生

しやすい。そのようなトラブルにおいて、

看護師が少数派のため意見が通らずに

辛い思いをしたと、コメントした回答者

も散見した。 

以上に関連し、件数は少なかった（5

件）ものの、看護師は通院や処置が必要

ないと判断したが、支援員又は管理者が

反する指示をだされたケースや、感染対

応の指示を行ったものの、信用されず実

施されなかったケースを訴える回答者

がいた。 

その他の意見を紹介しておく。利用者

の状態把握が難しい：27 件。施設看護

業務の理解を広めるためには看護教育

カリキュラムに導入が必要：25 件。施

設の看護業務マニュアル（標準業務の規

定）が無く業務範囲や組織のポジション

が不明瞭：25件。利用者に(対する医療

機関の診療拒否がある：16 件。施設で

働いているとスキルが低下する：9件。 

 

D．考察 

 看護師の多くは医療機関で働いた経験が

ある。また、養成校のカリキュラムも医療機

関での即戦力の養成することを第一目的と
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している。看護師は医療機関で、医師の指示

のもと、チームで判断や看護行為を行ってい

る。しかし、福祉施設の看護師は日々医師の

いない、看護師の同僚も少ない、他施設の仲

間との情報共有の場も少ない環境に従事し

ている。その結果、業務上の方向性を見失い

やすく技術的にも精神的にも不安定な状況

で働いていることがアンケートの文面から

読み取れた。給与についても、医療機関に比

較して低いと考える看護師が多いようであ

る。しかし先に述べたように、医療機関との

労働条件があまりにも違いがあることから、

単純比較で高いか低いは判断できない。施設

における看護師の労働をどのように評価す

ればよいのかについては、施設サービスの中

で看護師が行うサービスの寄与度や、専門資

格が持つ業務独占行為の必要性等を含めた

責任の程度などの、多角的な検証が必要であ

る。 

休暇取得については、少人数職場で一定の

ルーティンワーク（特に定時薬※関連の業

務）を抱えている関係上、当然休みにくい環

境にあると言えよう。施設サービスの多様化、

社会福祉施設の専門的サービス提供の更な

る向上など、喫緊の課題のなかで医療面での

サービスにはどの程度のマンパワーが必要

なのかについても検討も必要と思われる。 

本研究の限界 

 記述された内容は、質的分析が行えていな

い。また、全国の看護師に対する調査が必要

であると考える。 

 

E. 地域や施設で提供される医療的なサービ

スの拡充は、障害児者施設利用者にとって大

きな貢献となる。本アンケートは、知的障害

者の医療に関わる看護師や支援員の基本的

部分の調査であった。今後も引き続き調査予

定である。 

 

F．健康危険情報 

なし 

 

G．研究発表 

なし 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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